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特集Ⅰ：第24回厚生政策セミナー「人口減少時代における地域政策の諸課題と今後の方向性」

人口減少と公共施設の再編

瀬 田 史 彦＊

Ⅰ．人口増減と公共施設の再編

本稿では，都市・地域の人口減少局面において最も早く影響が表れる現象の一つとして，

公共施設，とりわけその中でも公益的施設（いわゆるハコモノ）の再編問題について論じ

たい．自治体では10年ほど前からFM（ファシリティマネジメント，またはエフエム）と

も呼ばれている取組である．

本稿ではまず，人口減少局面のまちづくりにおいて，公共施設の再編がとりわけ注目に

値する課題である理由について述べる．次に，公共施設の再編が人口動態との関係からど

のように変化しているかについて現在の状況を概説する．また筆者が関係した具体的な事

例を交えて，公共施設再編の取組の課題について論述する．最後に，デジタル化，コロナ

禍など近年の動きに対して，公共施設再編が近未来，どのような方向に進んでいくのか，

その予想と期待について述べる．

1． 人口増加と公共施設整備

かつて，人口増加と都市化が進んだ時代には，政府や自治体が様々な公共サービスを提

供する必要に迫られ，その拠点として公共施設を整備するようになった．日本の場合，近

代化に沿って行われた小学校の整備からはじまり，都市化が進むと下水道をはじめとした
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本稿では，人口減少局面の問題の一つである，公共施設再編，とりわけその中でも公益的施設

（いわゆるハコモノ）の再編を論じる．まず人口減少局面のまちづくりにおいて，公益的施設の再

編がとりわけ注目に値する課題である理由を述べる．次に，公共施設の再編と人口動態との関係に

ついて現在の状況を概説するとともに，実際に公共施設再編を進めた伊賀市（三重県）の事例から，

公共施設再編の取組を進めるうえでの課題について論述する．最後に，デジタル化，コロナ禍など

近年の動きに対して，公共施設再編が近未来，どのような方向に進んでいくのか，その予想と期待

について述べる．

自治体の公共施設等総合管理計画の策定状況を見ると，公共施設の再編は人口減少のペースに比

べると十分に進んでおらず，具体的な目標を示せない自治体も多い状況となっている．今後は，災

害対応，技術革新，公共施設の役割の変化といった様々な新たな動きに対応しながら，人口減少に

応じた公共施設の再編を進めていく必要がある．
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供給処理施設が大都市を中心に整備され，それが戦前から戦後にかけて中小都市にも広がっ

ていった．特に戦後から高度成長期にかけては，各地で急速な都市化が進んだ時期でもあ

り，様々な社会基盤，とりわけ人々の生活に直結する交通施設や供給処理施設が整備され，

政府も補助金などによって整備を支援した．また経済成長とともに人々の生活が豊かにな

ると，単に生活に必要な社会基盤だけでなく，生活をより豊かにするために，公民館，図

書館，文化ホール，スポーツ施設といった公益的施設が多く整備されるようになる．こう

した社会基盤や公益的施設の整備は，シビルミニマムの達成，農山漁村における生活改善，

大都市圏への人口集中の抑制といった，国家的，国土的な視点からも正当化された．

他方，日本全体で人口が増加する時期でも過疎化が止まらなかった農山漁村では，十分

に使われない公益的施設がいわゆるハコモノ問題として，また費用対便益の低い社会基盤

が公共投資のばらまきの問題として次第にクローズアップされる．とりわけ1990年初頭の

バブル崩壊以降，政府は特に衰退が進む地方圏での地域経済浮揚のために各地で公共事業

による社会基盤整備を進めたものの，その効果が疑問視され，公共投資の不効率性も強く

批判されることとなった．長引く不況によって税収も低下して財政がひっ迫する中，財政

に限らず行政全体の改革が叫ばれ，いわゆる改革派知事・市長が多く誕生し，地方分権が

強く推し進められることにもつながった．

2． 人口減少と公共施設再編

しかし今日，公共施設再編が求められる本質的な原因はこうしたことではないと筆者は

考える．なぜなら不況や財政難といった状況は高度成長期にも見られ，行財政改革や地方

分権も，レベルの違いはあれ，それぞれの時代で少しずつ進められた．その中で公共施設

は，不効率性などが問われるとしても公共サービスの拠点としての位置づけは大きく変わ

らず，人口増加が見込め，公共サービスの高度化が求められるのであれば，その充実化を

担う拠点である公共施設の整備は，本来否定されないはずだ．

公共施設の再編が求められる理由は，むしろ人口減少，そしてその反転の見込みが極め

て低いという認識が次第に広まっていったことによるものだろう．合計特殊出生率は1970

年代後半以降，人口を回復する水準を下回り続け，同時に不況下でも東京などの大都市圏

への人口の流出も続いた．人口が減少するなら，公共サービスの質はともかく，量は少な

くする必要がある．そのためには，整備だけでなく維持にも固定費用がかかる公共施設の

再編が検討されるのは，自然な流れであると考えられる．

ただ，民間のサービスが人口減少と市場縮小に応じて概して自然に淘汰され減少するの

に対して，公のサービスは簡単には減少しない．法律でサービスの供給が義務付けられて

いる場合や，そうでなくても住民の強い要望やそれを背景にした政治的な要求から存続す

る場合も多くみられる．効率性や財政的な持続可能性とは切り離されて公共施設が維持さ

れ，人口の反転と需要の回復が見込めない場合は不効率な運営が継続されて，生産年齢人

口の減少による税収減の影響で収支の悪化が続けば，中長期的に深刻な問題となるリスク

をはらむ．

―172―



3． 物理的な施設であることの問題

また，公共施設が物理的な施設によるサービスということも，継続的な人口減少との関

連から深刻化する問題と捉えられる．

まず建設費をはじめとした初期費用が，物理的な施設を要しないサービスに比べて非常

に大きくかかり，費用と便益をバランスさせるのには数十年という時間がかかる場合が多

い．人口が継続的に減少する場合，需要も次第に減少して費用に見合うだけの便益が得ら

れずさらにバランスが崩れる．

また物理的な施設は，継続的なサービス供給のために維持管理コストがかかるのに対し，

施設の建設が一時点での政治的な決定に委ねられていることは，特に将来世代に対するモ

ラルハザードを生みやすい．公共施設の建設を促す政府の補助金や地方債に対する公的資

金の充当などの支援の多くがもっぱら建設費などの初期費用に対するものであることも，

このモラルハザードを助長している．

4． 注目すべき公益的施設（ハコモノ）

そして人口減少との関係から，今，注目すべき取組は，公共施設の中でも公益的施設

（いわゆるハコモノ）の再編であると筆者は考えている．

広義の公共施設は，保有・運営する主体が公か民間かに関わらず，社会資本やインフラ

を広く含む言葉である．しかし，人口減少局面の都市政策を論じる際に，議論の主な対象

となる公共施設とは，主に公が所有・維持して各種の公共サービスを提供するための物理

的な施設である．道路・橋梁・トンネル・公園などの社会基盤・インフラや，公立小中学

校，図書館，文化ホールを代表とする公益的施設である．こうした一連の公共施設等の費

用と便益の関係，また効率性は，人口動態に強く関係し，人口が減少すると効率性が下が

るため，再編が必要である．しかしその再編のあり方は少し異なる．

筆者は以前，別稿（瀬田史彦，2016）で，人口減少局面において，これまで拡大に対応

して様々なサービスを提供してきた都市の構成要素が再編を求められるが，特に点的な要

素である公共施設が，線・ネットワーク的な性質を有するインフラや，面的に広がる市街

地に比べると，再編が早く検討されることを指摘した．ネットワークとして初めて機能し

市民生活に直結するインフラや，多くが私有財産である市街地（土地）と比べると，公共

の財産であり代替的なサービスの選択肢が必ずしもないわけではない公益的施設（ハコモ

ノ）は，比較的再編しやすい．

公益的施設の再編に注目することは，人口減少に応じたこれまでと異なるまちづくりの

考え方が，自治体や市民に果たして受け入れられるのかを占う試金石になる．人口減少の

度合いに応じて公益的施設も再編できないようでは，さらに難しいインフラや市街地の再

編はほとんど不可能と予想されるだろう．他方，公益的施設だけが再編されると，まちの

バランスが崩れ，縁辺部へのサービスが滞って取り残される人々が出てくるといった問題

も起きるだろう．人口減少局面のまちづくり・都市計画を考えるとき，公益的施設のあり

方を考えると，見えてくるものが大きいというのが筆者の想定である．
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このような背景から，本稿では，総務省が自治体に策定を促す公共施設等総合管理計画

における「公共施設等」の定義よりも狭い，公益的施設（ハコモノ）を中心とした再編に

注目している．各自治体で公共施設再編といった場合は，公益的施設のみの場合と，イン

フラを含める場合があるが，ここでは断りのない限り，公共施設再編といった場合は，公

益的施設（ハコモノ）を中心とした再編を指すことにする．本質的には，インフラを含め

ても議論は大きくわからないが，現状ではインフラは維持管理の効率化と長寿命化が主要

であり，廃止などを含めた再編が検討されることはないわけではないものの稀であること

から，主に公益的施設の再編に絞って議論したい．

Ⅱ．公共施設再編の取組の変遷

1． 公共施設再編のいくつかの節目

公共施設再編は，前述の行財政改革の流れに乗って改革を進めようとした自治体，とり

わけ都道府県や政令市をはじめ，多くの公共施設を保有する比較的大きな地方公共団体が，

公共施設の更新・有効利用の手段として2000年代前半に検討したのが始まりである．この

頃の公共施設再編は多くの場合，自治体という組織が保有する施設・ファシリティの効率

化をどのように進めるか，という視点が中心であり，民間企業の経営改革に準じた考え方

で進められたと考えられる．逆に言えば，人口が継続的に減少し需要が減退することへの

対応という視点や，市民が利用する施設を市民の理解を得ながら再編するという視点は，

なかったとまでは言えないが，それほど大きな論点ではなかったと考えられる．

次に，2000年代後半の人口減少問題の顕在化と夕張市の財政破綻に端を発する財政再建

の要請に沿って，問題意識の高い一部の自治体，それも市町村を中心として2008年頃から

公共施設再編の取組が進められるようになった．市町村は，都道府県と比べて，市民・住
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図１ 人口減少による都市の要素の縮減

v

出所：瀬田史彦（2016）「公共施設再編のその先」『計画行政』39（2），pp.33-38



民が日常から利用する多くの公共施設を保有し運営している．そして，民間企業のように

不採算という理由だけで公共サービスをやめることは難しい．人口減少による需要の減退

や不効率化という厳然たる状況を，自治体の組織内だけでなく，利用者，非利用者を含め

た市民の理解を得たうえで進めなければならないという，非常に困難な課題に立ち向かう

ことになった．

筆者が当時，調査を続けていて感じた感覚から述べると，この頃の公共施設再編は，ま

ずは人口減少による問題の深刻さに気付いた政策担当者が個人のレベルで問題に取り組み，

それが首長をはじめとした政策決定者の理解を経て，自治体全体としての合意形成に至っ

た場合には大きく進展し，そうでない場合は中途半端なまま終わるという状況だった．ま

たそれに対する市民の反応としては，直接の受益者である個々の公共施設の利用者が再編

に反対の意見を強く主張したのに対し，マジョリティである非利用者は特に大きな関心を

持たず，自治体自体が強い意志を持って進めない限り公共施設再編は進展しなかった．

また当時先進的とされた自治体の多く，例えば神奈川県秦野市・藤沢市，千葉県佐倉市・

習志野市といった自治体が，日本全国からみると人口減少がそれほど深刻ではない関東圏

にあったこともこの問題の難しさを反映していると考えられた．問題が深刻であればある

ほど，本来は取り組まなければならないはずが，見ようとしない，あるいは取り組もうと

しても様々な障壁に阻まれる，という長期的な人口減少による問題の本質が大きく表れて

いたと感じられた．

しかし，その状況を少なからず変えたのが，2012年12月の中央自動車道，笹子トンネル

の天井版落下事故であった．首都圏の市民が観光や遠足などで利用することも多い中央道

の主要なトンネルの天井が突然崩れて9名の命が突然奪われるという事故は，これまで公

共施設の再編に反対，または無関心でいた多くの人々の意識を変化させた．この事故自体

は，利用者の多い高速道路の維持管理が不十分であったという，人口減少とは直接の関係

を持たないものであったが，このような重要な施設ですら維持管理ができていない現状と，

これまで建設してきた膨大な公共施設をすべて維持することが，人口が減少する将来にお

いて不可能でありまた不要であるということが，一般市民にも強く認識された．この事故

を境に市民の反応が明らかに大きく変化したことは，公共施設再編に取り組む担当者から

の声として，筆者の個別事例の調査からも多く聞かれるようになった．

そしてこの事故も契機として，国でも公共施設やインフラの老朽化の問題が大きく取り

上げられ，2014年からの総務省による「公共施設等総合管理計画」の作成促進の動きにつ

ながる．2014年は，人口減少に対応した国と自治体の政策の大きな転機となった年といっ

てよい．民間シンクタンクによる「消滅可能性都市」が発表され，のちの地方創生政策に

つながるのはこの年だ．また同年に改正された都市再生特別措置法には，立地適正化計画

の制度が新しく規定され，これまで郊外化が進んでいた都市の市街地を人口の減少に合わ

せて集約・高密度化し，集客施設を都市の中心部や拠点に集約してコンパクトシティを目

指す取り組みが進められることとなった．
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2． 公共施設再編の進捗

2014年以降，上に述べたいくつかの節目に公共施設再編の具体的な計画を策定した自治

体を含め，すべての自治体に対して，総務省が公共施設等総合管理計画の策定を促した．

「公共施設等総合管理計画策定取組状況等に関する調査（令和2年3月31日時点の結果）」

を見ると，同日現在で99.9％の自治体が，公共施設再編の総論となる公共施設等総合管理

計画を策定済みとなっている．

各自治体の取組は，すでに総論としての同計画の策定から，その計画を実行するための

「個別施設計画」と呼ばれる，主に分野別の計画の策定に移っている．上述のように，人

口減少局面では，総論として公共施設やサービスの総量を減少させることには大きな異論

がないが，個別にどの施設・サービスを再編するかという段階で，はるかに大きな困難に

直面することが予想される．

2018年に総務省は「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」を改訂し，個別

施設計画を「個別施設ごとの長寿命化計画」と定義して，全体計画である総合管理計画と

整合させながら，長期的な視点をもって，更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うこ

とにより，財政負担を軽減・平準化するとともに，公共施設等の最適な配置を実現するこ

とを目指している．

個別の事例を調査する中で筆者は，より具体的な再編のあり方を示すことが求められる

個別施設計画の策定は，総論である総合管理計画の策定よりもかなり大きな困難を抱え，

策定はそう簡単に進まないと推察していた．しかし，昨年，公共施設・インフラを所管す

る複数省庁が参加した会議の資料（内閣官房，2021）によれば，2019年から2020年の1年

間で，例えば公立学校施設が全自治体の15％から39％，文化会館等が19％から35％など，

一定の進捗がみられるようである．総務省職員の見込みによれば，2020年度末には，ほと

んどの施設類型で個別施設計画の策定率が8割を超えるとされる（臼井，2021）．

3． 公共施設再編と人口動態

公共施設等総合管理計画や個別施設計画が策定されても，実際に公共施設が更新・長寿

命化，または再編されるのは，計画が策定されてからかなり後であると考えられる．ただ，

すでにほとんどの自治体で人口が減少している現時点で，どのような計画が策定され，ま

た実際に公共施設の床面積がどのように変化しているのか，端的に検証してみよう．

総務省は上述のウェブサイトの中で，「公共施設等総合管理計画の主たる記載内容等を

とりまとめた一覧表（令和2年3月31日現在）」を公開しており，都道府県，（政令）指定

都市，市区町村（指定都市を除く）別に，公共施設等総合管理計画の記載内容を整理して

詳細にデータ化している．

このうち市区町村のデータを見ると，この表の集計時点で，公共施設等総合管理計画に

数値目標を掲げているのは，指定都市以外の市区町村のうち936市町村（54.3％）であり，

未だに明確な目標を掲げていない自治体も半数近くあることがわかる（表1）．人口減少

に応じて更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うためには，明確な全体目標があった
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ほうが進めやすいと推察されるが，現状では必ずしもそのような計画づくりができていな

いことがわかる．

また同じ表では，取組状況等として過去4年度の人口（住民基本台帳人口）と公共施設

保有量（㎡）の調査結果を掲載している．この表から最も長い3年間での推移が把握でき

る，平成27年度と平成30年度の公共施設保有量が記載されている986市町村のうち，デー

タに明らかな異常がみられると思われる3自治体（データ上の公共施設保有量増減率が

400％以上となっている自治体）を除く983自治体を分析すると，以下のことがわかる．

公共施設の床面積は，ほぼ半数（49.7％）の自治体において，この3年間で増加してい

る．このうち人口が増加しているのは114自治体（23.3％）であり，375自治体（76.7％）

では，人口は減少しているが公共施設床面積は増加していることになる．

また公共施設の総量の増減率が人口の増減率よりも小さい，つまり一人当たり公共施設

床面積が小さくなっている自治体は21.1％に過ぎず，大半の自治体ではいまだに公共施設

を増強している傾向があるといえる．また人口が減少している自治体811自治体のうち，

半分近い375自治体（46.2％）では公共施設床面積が増加している．

個々の自治体にはそれぞれの事情があり，その時々の人口の増減に従って必ず公共施設

も増減させなければならないというわけではない．しかし日本の大半の自治体で人口が減

少している状況下で，公共施設床面積の減少のペースが全体として鈍いことは，人口減少

に対応する公共施設再編が難しいことを示唆している．
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表１ 市区町村（指定都市を除く）の公共施設等総合管理計画における

数値目標の記載状況

自治体数
策定自治体に対
する割合

数値目標がある
自治体における

割合

総計 1,725 100.0% －

数値目標なし 789 45.7% －

数値目標あり 936 54.3% 100.0%

①公共施設の数 105 6.1% 11.2%

②延床面積等に関する目標 772 44.8% 82.5%

③ト－タルコストの縮減 337 19.5% 36.0%

④平準化等に関する目標 123 7.1% 13.1%

出所 総務省「公共施設等総合管理計画の主たる記載内容等をとりまとめた一覧表
（令和2年3月31日現在）」より筆者集計



4． 再編の具体例からの考察：公共施設は実際にどのように減るのか．

このように，公共施設再編のための計画づくりは，総論から個別の各論に向けて順次進

められる傾向にある一方，実際に人口減少に対応した形で公共施設の再編が行われるのは

簡単ではないと想像される．ここでは，総務省の政策に先んじて，比較的早くから公共施

設再編を進めている自治体の事例から，課題となる要因を簡単に考察してみたい．この1
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図２ 市町村における人口と公共施設保有量の関係
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つの事例を全国の自治体に一般化することは必ずしもできないかもしれないが，人口減少

との関係から公共施設再編がどのような課題を抱えるのかがわかりやすくなると思われる．

伊賀市（三重県）は，2004年11月の6市町村の合併で創設され，合併後は継続して人口

減少が進む地方都市である．合併により多くの公共施設が重複し，一人当たり床面積も三

重県の平均に比べて多い状況が続いている．2010年代前半より公共施設再編の政策を具体

的に進めはじめ，2013年6月に公共施設白書を公表し，2014年3月に総論を示す公共施設

最適化方針を策定した．その後2015年1月に，個別の施設の再編の方針を明確に示した公

共施設最適化計画を策定し，同年3月では議会でも可決された．この計画の策定過程には，

筆者も検討委員会の委員長としてかかわり，FMの実務者を招いたシンポジウム・セミナー

や，市民によるワークショップなどの開催を市役所や他の委員と共同で企画した．筆者は，

計画策定後はこの取組にはかかわらず，市から情報やデータの提供を受けながら専ら研究

者としてその後の公共施設の再編の様子を観察してきた．

伊賀市は，個別の施設の再編の方針を定めた公共施設最適化計画を策定した後，実際の

再編を順次進めてきた．2020年3月には同計画策定から5年が経過し，計画の全体の進捗，

個別の施設の再編の度合い，また再編にあたっての課題が見え始めてきた．詳しい背景や

量的な再編動向も含めた具体的な状況は拙稿（瀬田他，2021）に示しているが，定性的，

個別的な状況も含めると，以下のようなことがわかる．
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図３ 伊賀市（三重県）の公共施設の建設年代別の再編状況（2015年4月からの5年間）
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1）全体でみると，5年間で合計97施設，74,958㎡，床面積ベースで約15％の縮減であっ

た．床面積の削減量は，第Ⅰ～Ⅱ期の10年間での目標の約65％にあたり，半分の5年間で

の進捗として十分とみなせる．また直近の国勢調査ベースの伊賀市の人口減少割合（2015

年末から2020年末の住民基本台帳人口で5.2％減）に比べても大きく，合併自治体として

当初の公共施設総量が過大であったことを差し引いても成果が認められる．

2）実際に政策の意図通りに公共施設が減ったかについてみてみると，「5年間のうちに

今後のあり方を検討する施設」（図3の左側）における再編の割合が高いものの，そうで

ないものでも縮減されているものがある．他方で，老朽化が進みあり方を検討したものの，

再編が進まなかった施設もある（こうしたものの中には大規模な公共施設も多い）．つま

り，総量としての削減ペースは順調だが，内訳についてはその後の様々な要因から計画当

初のものをかなり変更して臨機応変に対応してきたことになる．

3）高度成長期に人口増加とともに建設されたと思われる1970年代の施設がまだ多く残っ

ており，少なくともこの5年ではほとんど再編されていない．これらの施設の再編を今後，

ペースを速めて進めていく必要がある．

これまでの継続的な調査を踏まえて感じられることは，総論として人口減少や需要減退

に応じた再編の全体目標を定めそれに向かって取組を進めていくことは重要であるが，他

方で個別の計画はうまく進む場合と進まない場合があり，また想定していなかった施設で

進む場合もあるため，臨機応変に再編の取組を更新しながら，全体目標に向かって進んで

いくことが求められるということである．そのためには，具体的な計画は固定的ではなく，

様々な条件の変化に対応できる計画である必要があるだろう．

実際に，公共施設最適化計画で縮減が明記され，議会の承認も得たと思われた施設が，

再編に必要な条例の改正で否決の憂き目にあったり，計画策定当時はワークショップなど

を開催しても顕在化しなかった反対運動が巻き起こって再編が滞った施設などがみられた．

Ⅲ．公共施設再編の近未来の課題

1． 人口減少局面での公共施設再編の課題

今後の公共施設再編の焦点として，筆者は別稿（瀬田史彦，2018）で，（1）再編を実行

できるかが重要になる，（2）空間的な配慮が求められる，（3）広域連携が不可避となる，の

3点を挙げた．本稿で上述した制度との対応関係でみると，（1）は公共施設等総合管理計

画を踏まえた公共施設の再編であり，（2）は立地適正化計画による市街地の集約である．

そして（3）は，人口減少が進んだ場合に1自治体ではすべての公共施設の維持が難しくな

り，将来的に広域連携が必要になるという主張するものである．現在のところ，まだ公共

施設再編において多数の取組は見られないものの，総務省の主要な広域連携施策である定

住自立圏構想および連携中枢都市圏構想が該当する．公共施設再編における定住自立圏構

想に基づく広域連携を目指す事例として，天理市などの取組などがある（瀬田史彦，2020）．
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公共施設再編に関与する方々の中には，これら以外に特に民間活用が大きな可能性を持

つと考える人も多いだろう．たしかに直営による公共サービスの運営を指定管理者制度に

よって様々な主体に委ねたり，施設包括管理によってコスト削減と質の向上を同時にもた

らそうとしたり，その他，様々な取組が先進的な自治体によってすでに実行され，個別に

賛否はあるものの全体として一定の成果を上げていると考えてよいだろう．

ただ，人口減少によって迫られる公共施設再編という課題にとって，民間活用は，それ

が可能ならば進めるべきではあるが，再編実行の決定打にはなりえずむしろ周辺的な手段

に過ぎないと筆者は考える．人口減少とともに縮小する市場において，魅力的な公共施設，

公共サービスは限られ，それを請け負う民間企業も概して益々少なくなっていくと考える

のが自然だからだ．公共施設によるサービスをやめ，民間が提供できなければサービス自

体の消滅もやむなしと決め込むのであれば別だが，これまで市民に提供してきた公共施設

によるサービスを保つためには，やはり上記の（1）～（3）が必須となるだろう．

他方，これまで公共施設再編の専門家や実務者から多く論じられてきた，経営・運営の

方法や整備主体とは別の観点から，公共施設再編のパラダイムの変化を促すいくつかの要

素がある．いずれも，人口減少による需要の縮小によって公共施設の再編が必要，という

基本的な論理を複雑化する要素をはらんでいる．

2． 近未来，再編に影響を及ぼす要因

まずは，災害対応である．筆者が調査を行ったり，上述の伊賀市などでワークショップ

に参加する過程で，住民から聞かれる意見として災害対応との関係が最も大きな課題の一

つとして強く感じられた．比較的大型の公共施設を中心に，市が避難所を指定しているこ

とが通例であり，公共施設を再編することは，避難所のあり方を含めた防災・減災体制を

考え直す必要性に直結する．折しも地震災害や水害などが毎年のように頻発，また激甚化

しており，それにしたがって避難所の重要性も増すばかりとなっている．これまでの公共

施設再編は，主に平時の費用対便益や効率性を議論の対象としてきたが，緊急時の議論が

これまでよりもさらに必要となっており，市民の意識もその点で以前よりもはるかに高く

なっている．

さらに2020年以降のコロナ禍によって，平時，緊急時ともに公共施設で密を避けること

が求められるようになり，公共施設でこれまでより多くの床面積が必要になるという，そ

れまでの再編の取組と真逆のことも求められている．

実際に災害が発生した場合，必要なのは公共施設のハードだけではなくそれを常に運営・

管理する人員も必要となるため，上述のような理由でより多くの床面積が求められても，

実際にはハード以外の面から供給が難しいケースも多いと思われる．したがって，再編計

画は，単純な床面積の需給だけでなく，その公共施設で行われるサービスのためのコスト

や人員などのリソースも含めて，平時・緊急時について検討する必要があるだろう．

次に，新たな技術やサービスとの関係である．発展した宅配サービスやIOT技術の応

用と普及によって，現在，公共施設が提供しているサービスの多くは原理的に代替可能で
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あると思われる．例えば書籍の貸出は図書館で行われているが，公共施設である図書館が

なくても，様々な方法がある．図書やDVD等のレンタルやオンラインによる配信は，民

間企業を中心に有料のサービスとしては一般的となっており，また電子図書館サービスを

民間企業に委託して開始する自治体も143に上っている（電子出版制作・流通協議会，

2021）．公共施設は，文化活動，スポーツ，集い，といった様々な活動の場所を提供する

物理的な施設であり，上述のようにそのことが固定費用につながって再編が求められてき

たが，宅配やIOTを中心とした新技術によって物理的な施設が不要となれば，公共施設

再編に対する考え方は大きく変わってくるだろう．

今のところ図書館でも，例えば政令指定都市であれば，中央図書館だけで年間百万冊以

上の貸出数があるのに対し，電子書籍の貸出件数は多くて数万冊程度となっており（植村

八潮他編，2019），すぐに公共施設である図書館を新技術が代替するとは思えない．文化

ホールで行われるイベントや，コミュニティセンターでの集いなども，オンラインでかな

り可能性が広がったといってもまだ公共施設でのサービスを代替するほどではないだろう．

しかし，こうした変化は今後，技術革新と人々の適応度の変化とともに，突然進む可能性

があり，公共施設再編の中長期の戦略もそうした変化を見据えながら適宜，見直していく

必要があると考えられる．

またIOTなどの新技術の利用状況も，コロナ禍とそれに対応したオンラインによるサー

ビスの開始や拡大によって変化する．感染が心配される間は，感染を警戒する市民を中心

に，公共施設には寄らずに同種・類似のサービスを受けたいというニーズが出てきている

はずだ．また感染が収まった後も，オンラインでの利便性が高ければ，公共施設を必要と

しない公共サービスがより多く求められるかもしれない．今後，どのような変化が起こる

か予測が難しいため，その意味でも戦略を適宜見直していく必要があるだろう．

最後に，公共施設が提供するサービス，公共施設の役割の変化にも気を付ける必要があ

る．通常，公共施設は，図書館ならば書籍等を貸し出す機能，文化ホールは大人数のイベ

ントを行う機能，といった機能で分類され，その機能を主に果たすことが求められ，費用

対効果や効率性もその機能の充足度合いが主に評価されてきた．しかし近年は，このよう

な公共施設の本来の機能の他に，高齢者が多い地域ならば一人でも気軽に来られる居場所

を提供する，地方都市であれば様々な人々が過ごしてまちなかにも賑わいをもたらす，市

民活動が活発な地域であればそれをさらに促す利用しやすい場所を提供する，といった目

的が求められるようになってきている．図書館や文化ホールだけでなく，市役所ですらそ

のような例に枚挙にいとまがない．

こうした，公共施設再編においてこれまであまり気にかけてこなかった機能は，人口減

少によって本来の機能の需要が縮小することと別に考える必要があるだろう．他方で，屋

外プールが典型的であるが，民営施設の供給が質量ともに充実してきたため，公営施設が

各地で廃止されるといった状況も見られるようになっている．単純な人口動態とは別に，

公共施設によって必要な機能・サービスを改めて見直す必要が出てくる．

このように考えると公共施設再編は，人口減少に対応させるだけでも大変だが，さらに
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ここで述べたような様々な複雑な要素を，地域の実情を十分考慮しながら解きほぐして決

めていく必要があり，難易度の高い課題であるといえるだろう．ただ，人口減少という課

題一辺倒でひたすら縮小することが求められるという前提で対策を練るよりは，選択肢が

広がり，より建設的な意見にもつながりやすい面もあるのではないだろうか．

筆者も，これまでは調査によって現状を分析することが研究活動の中心であったが，こ

ういう重い課題に対してどのような解答がありうるか，今後，考えてみたい．
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DepopulationandRestructuringofPublicFacilities

SETAFumihiko

Thepaperdiscussesrestructuringofpublicfacilitiesandinfrastructuresownedbymunicipali-

ties,whichisoneofthebiggesttasksrelatedtodepopulation,andfocusesespeciallyoncommon

publicfacilities(so-called"Hakomono").First,Iexplainwhyrestructuringofpublicfacilitiesis

oneofparticularlynoteworthyissuesinurbanandregionalplanninginthephaseofdepopulation.

Next,Ioutlinethecurrentsituationregardingrestructuringofpublicfacilitiesinproportionto

demographictransitioninJapanesemunicipalitiesbyusingsomeexistingsurveysandstatistics,

andintroducesthecaseofIgaCity(MiePrefecture),whichactuallypromotedrestructuring.

Finally,Idescribesanticipationsandexpectationsofcommonpublicfacilitiesinthenearfuture,in

responsetorecenttrendssuchasdigitizationandcoronastagnation.

Restructuringofpublicfacilitiesisregardedasatouchstoneforclarifyingwhetheranewand

differentwayofurbanplanningunderdepopulationwillbeacceptedbylocalgovernmentsand

citizens.Ifpublicfacilitiescannotbereorganizedcorrespondingtothepaceofdepopulation,itis

seriouslyconcernedthattaskslikerestructuringinfrastructuresandreorganizingbuilt-upareaswill

beevenmoredifficultandalmostimpossible.

However,aggregatingthepresentstatusofformulationofcomprehensivemanagementplans

forpublicfacilitiesoflocalgovernments,promotedbyMinistryofInternalAffairsand

Communicationsfrom 2014,restructuringofpublicfacilitieshasnotprogressedsufficiently,

comparedtothepaceofdepopulation,andmanylocalgovernmentscannotsetspecificgoalsfor

restructuring.Totalfloorareaofpublicfacilitieshasincreasedinthelastthreeyearsinalmosthalf

(49.7%)ofmunicipalities.Only114localgovernments(23.3%)amongthosehaveincreasedtheir

population,while375localgovernments(76.7%)havedecreasedpopulationbutincreasedfloor

areaofpublicfacilities.Only21.1%ofmunicipalitieshavesmallerfloorareasofpublicfacilities

percapitainthreeyears,whichmeansmostmunicipalitiesstilltendtoreinforcepublicfacilities.

FromthecaseofIgaCity,itcanbesaidtobeimportanttosetanoverallgoalofrestructuring

inresponsetodepopulationanddemanddeclineasageneralrule,andtrytoproceedwithefforts

towardit.Ontheotherhand,individualplanstorestructurepublicfacilitiesareoftenaskedtobe

modifiedbyseveralreasons,soitseemstobenecessarytoupgraderestructuringefforttoadjust

thechangeofthecircumstance.

Inthefuture,itwillbenecessarytocarefullyadjustthereorganizationofpublicfacilitiesin

responsetovariousnewmovementssuchasdisasterresponse,technologicalinnovation,and

changesintheroleofpublicfacilities.


